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ベトナムにおけるメンタルヘルス、自殺対策の現状と課題 

研究代表者 本橋  豊 自殺総合対策推進センター 
研究協力者 藤田 幸司 自殺総合対策推進センター 
研究協力者 松永 博子 自殺総合対策推進センター 
研究協力者 渡邊  香 国立看護大学校 

研究要旨：自殺総合対策推進センターは、世界保健機関（WHO）のコラボレーション
センターであることから、アジアの途上国における精神保健及び自殺対策における協力
関係の構築が重要なミッションとなっている。本研究は、世界保健機関西太平洋地域事
務局（WPRO）に属するベトナム社会主義共和国（以降、ベトナム）を訪問し、ベトナ
ムの精神保健及び自殺対策の現状と課題を調査することにより、わが国の先進的な自殺
対策の提供と、ベトナムとの協力関係を構築することである。 
方法：2018 年 3 月 18 日～22 日に、ベトナムのハノイ市にあるベトナム国立精神保健
研究所、ベトナム保健省、WHO ベトナムオフィスを訪問し、ベトナムの自殺及び自殺
対策の現状について聞き取り調査と資料収集を行った。 
結果：ベトナムの自殺死亡率は人口 10 万人あたり 7.3 人であり、フィリピン 3.2、マレ
ーシア 5.5、インドネシア 3.4 よりも高い（2016 年）。近年、男性の自殺率は増加傾向に
あり、自殺者の年齢構成では 20 歳～59 歳が最も多い。また、自殺手段としては、農薬
等の服毒によるものが多いことが特徴的であり、農業国であることからパラコートなど
の農薬を入手しやすいことが背景にあると考えられる。また、男性の特に若い世代にお
けるアルコール常飲者が多く、アルコールが関係した事件（傷害など）で検挙されるの
も 16 歳～30歳といった若い世代が特に多いことから自殺との関連も想定される。ベト
ナムにおける保健政策では、医療システムや医師、看護師等の人材養成、保健システム
の整備、プライマリーヘルスケアの強化などが優先課題であり、また、母子保健対策や
感染症対策が優先されているのが現状である。従って、自殺対策の優先順位は低いのが
実情である。自殺に関する統計データの整備等も遅れており、自殺に関する調査研究も
少ない。 
考察：ベトナムでは、急速な経済成長によって、貧富の格差が拡大している。自殺対策
に関する法制度や政策は未整備であり、自殺に関する統計データの整備も進んでいなか
った。日本の最新の自殺対策をベトナムに公共政策輸出することにより、ベトナムの自
殺対策の推進に資する国際協力になると考えられる。 
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A．研究目的 

2018 年 3 月 18 日から 22 日にかけて、自殺

総合対策推進センターは、世界保健機関（WHO：

World Health Organization）のコラボレーショ

ンセンターとして WHO 西太平洋地域事務局

(WPRO：WHO Regional Office for the Western 

Pacific)加盟国であるベトナム社会主義共和国

（以降、ベトナム）を視察訪問した。目的は、ベ

トナムの精神保健及び自殺対策の現状と課題を

調査し、日本の先進的な自殺対策について情報

交換を行い、自殺対策・精神保健等の関係者・専

門家との協力関係の構築することである。 

B．研究方法 

2018 年 3 月 18 日から 22 日にかけて、自殺

総合対策推進センターはハノイにあるベトナム

国立精神保健研究所(NIMH：National Institute 

of Mental Health)、ベトナム保健省（MoH：

Ministry of Health）、WHO ベトナム事務所

（ World Health Organization Representative 

Office in Viet Nam）を訪問し、関係者との協議

及びヒアリングを行った。訪問調査の日程及び

協議内容は表 1 のとおりである。 

表 1. 訪問調査の日程及び協議内容等 

年月日 場所 協議内容 協議・聞き取りを行った相手 

3月 19日 

ベトナム精神 

保健研究所 

ベトナムにおける精神

保健及び自殺の現状、

研究などについて 

Dr. Nguyen Van Tuan (Clinical Psychiatrist) 

Dr. Duong Minh Tam (Lecturer of Hanoi Medical 

University & Institute of Mental Health) 他 

ベトナム保健省

（母子保健 

部門） 

ベトナムにおける精神

保健及び自殺の現状、

自殺対策、統計などに

ついて 

ベトナムにおける母子

保健対策について 

Dr. Dinh Anh Tuan (Deputy Director, MCH 

Department) 

Dr. Nghiem Thi Xuan Hanh (Senior Officer, MCH 

Department) 

Mrs. Tran Thi Minh Huong (Midwife, Officer, MCH 

Department) 

3月 21日 WHOベトナム事務所 

ベトナムにおける精神

保健及び自殺の現状、

自殺対策、統計などの

取組と課題について 

Dr. Momoe Takeuchi (Team Coordinator Health 

System Development) 

Dr. Jun Nakagawa (Programme Management Officer) 

Dr. Nguyen Tuan Lam (Technical Officer 

Prevention and Control of Non-communicable 

Diseases and Health promotion) 

Mr. Nguyen Phuong Nam (Technical Officer 

Prevention and Control of Non-communicable 

Diseases and Health Promotion) 

Ms. Nguyen Thi Y Duyen (unicef Child Protection 

Specialist, Child Protection Programme) 
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C．研究結果 

3-1．ベトナムの概要 

ベトナムはインドシナ半島の東に位置し、面

積約 33 万㎢、総人口約 9,370 万人（2017 年、

ベトナム統計総局）1）と東南アジアではインド

ネシア、フィリピンに次ぐ第 3 位の人口規模を

有する国である。 

1975 年にベトナム戦争終結、1976 年のベト

ナム社会主義共和国成立による南北統一の実現

により、共産党一党支配の社会主義体制におけ

る集権的な計画経済が推進された。しかしなが

ら、ベトナム戦争終結後も、カンボジアや中国

との戦争が続いたことから、他国に比べて大き

く経済成長が遅れたため、1980 年代までは食料

不足や貧困に悩まされ、世界の最貧国の一つと

言われていた。1986 年のドイモイ（刷新）政策

導入以降は、計画経済から市場経済への転換政

策としての資本主義経済の導入、海外資本によ

る投資の受け入れといった対外開放政策が実施

されている。1989 年頃よりドイモイの成果が上

がり始め、1995 年～1996 年には 9％台の経済成

長率を記録した。アジア経済危機の影響から一

時成長が鈍化したものの、海外直接投資の順調

な増加も受けて、2000 年～2010 年の平均経済

成長率は 7.26％と高成長を達成し、2010 年に

（低位）中所得国となった。2011 年以降マクロ

経済安定化への取り組みに伴い成長率が若干鈍

化した一方で、インフレを抑制しつつ安定的に

成長している（直近 5 年間の成長率は 2012 年

5.2％、2013年 5.4％、2014年 5.98％、2015 年

6.68％、2016 年 6.21％）1)。 

ベトナムは積極的な国際経済への統合を掲げ

ており、2007 年には世界貿易機関（WTO：World 

Trade Organization）加盟を果たした。近年では、

環太平洋パートナーシップ協定（TPP：Trans-

Pacific Partnership Agreement）への参加や、

2015 年には欧州連合（EU）との自由貿易協定

（EVFTA）の合意に至っている。 

外交的には、1995 年 7 月、米国と国交正常化

し東南アジア諸国連合（ASEAN：Association of 

South East Asian Nations）に加盟、2010 年には

議長国を務めた。1998 年 11 月、アジア太平洋

経 済 協 力（ APEC ： Asia-Pacific Economic 

Cooperation）に正式参加、2006年と 2017 年に

は議長国を務めた。2008 年 1月、国連安全保障

理事会非常任理事国（任期 2008 年～2009 年）

に就任し、2013 年 11 月、国連人権理事会理事

国（任期 2014～2016 年）に選出されるなど、国

際社会での存在感と役割の重要性が高まってい

る。 

ベトナムの主な保健指標、教育指標は表 2 の

通りである 2)。 
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表 2．ベトナムの人口・保健・教育指標 

人口(2016) 94,569 千人 

人口増加率(2016-2030) 0.8% 

平均寿命 76年 

5 歳未満児死亡率 22 

合計特殊出生率（TFR)  2.0 

成人識字率 94% 

初等教育就学率(2011-2016） 男性 109％ 

女性 108％ 

中等教育就学率(2011-2016) 男性 93％ 

女性 95％ 

出典：unicef「世界子供白書 2017」 

3-2．ベトナムの自殺の現状と課題 

ベトナムの人口は、94,569,000 人であり、平

均寿命は 76.0年である（2016年）2)。ベトナム

保健省による 2012年の報告では、事故等の傷害

による死亡は全死亡数の約 10％となっている。

2012 年の傷害死亡率（人口 10 万対）は、交通

事故 18.96、次が溺死 7.41、自殺 5.39 となって

おり、自殺は 3 番目に多い傷害死亡原因となっ

ている（図 1）3)。 

  出典：ベトナム保健省 injury mortality statistics 2012 

 図 1．原因別傷害死亡率（2012 年）
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ベトナムの自殺死亡率は、人口 10万人あた

り 7.3人であり、フィリピン 3.2、マレーシア

5.5、インドネシア 3.4よりも高い（2016

年）3)。 

WHO 西太平洋地域事務所（WPRO）に属する主

要国の年齢調整自殺死亡率は表 3の通りであ

る 4)。 

さらに、2008年と 2012年における年齢グル

ープ別の自殺死亡率をみると、15歳～19歳及

び 20歳～59歳で増加しており、自殺死亡率は

20歳～59歳で最も高くなっている。一方、自

殺死亡率は 60歳以上において大きく低下して

おり、1.1と低い（図 2）3)。 

表 3．WPRO 管内の主要国における年齢調整自殺死亡率（2016年） 

国  名 
年齢調整自殺死亡率 
（人口 10万対） 

地域平均 8.45 

韓  国 20.2 

日  本 14.3 

モンゴル 13.3 

ラオス  9.3 

ベトナム  7.0 

マレ－シア  6.2 

カンボジア  5.9 

フィリピン  3.7 

出典：WHO, Global Health Observatory 

 出典：ベトナム保健省 injury mortality statistics 2012 

   図 2. 年齢グループ別自殺死亡率 （2008年・2012年）
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次に、2008 年から 2013 年における自殺死亡

率の傾向を性別にみると、男性では 2008 年の

6.55から 2009年には 3.2と半減し、2010年 3.3、

2011 年 3.5 であったが、2012 年に 7.19 と倍増

し、2013 年には 8.05 と増加している。逆に、女

性においては、2008 年は 3.26 であったが、2009

年 4.7、2010 年 4.8、2011 年 5.2 と微増し、そ

の 3年間は男性に比べ高くなっている。2012 年

の男性における自殺死亡率は女性の倍以上とな

り、2013 年にはその差はさらに大きくなってい

る（図 3）3)。 

自殺手段に関しては国によるデータはないも

のの、2008 年に病院に搬送され命を取り留めた

自殺未遂者 310 人のデータによれば、服薬

97.7％（睡眠薬 28.1％、その他の薬 44.2％、殺

虫剤 25.4％）、首吊り 1.3％、その他 1％であっ

た 3)。その他の薬では、農薬（パラコート）が最

も多く、ベトナムは農業国であることから農薬

を入手しやすいことが背景にあると考えられる。

 出典：ベトナム保健省 injury mortality statistics 2012 

   図 3. 性別にみた自殺死亡率の推移 （2008年～2013 年） 
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整備 

②年齢によるアルコールの飲酒制限

③一般病院と精神科病院との連携強化

④自殺についての啓発活動と教育

⑤実態調査研究によるデータの蓄積

これらの課題を踏まえ、メンタルヘルスの国

家戦略として 2016 年から 2025 年の期間に実施

すべき計画の目標として以下の 7 点が掲げられ

た 3)。 

①2025 年までに自殺者を 20％削減

②年齢によるアルコール制限を行う法律の施

行 

③自殺に関する実態調査の実施（分析を活か

した介入研究についても想定している） 

④精神科医療の専門家及び精神科医療以外の

ケアスタッフ、報道へのガイドラインの作成 

⑤メンタルヘルスに係る専門職の養成

⑥学校教育の場における自殺に関するプログ

ラムの発展と拡充 

⑦自殺に対するコミュニティ全体の意識と責

任感の向上 

3-3．ベトナム精神保健研究所の研究と活動、役

割 

ベトナム精神保健研究所（NIMH： National 

Institute of Mental Health Bach Mai 

Hospital）は、研究だけではなく診療も行う保

健省(MoH: Ministry of Health)とハノイ医科大

学との研究所になる。NIMH の役割は、研究と政

策提案、診療であり、ストレス関連障害科、児童

精神科、老人精神科、気分障害科、統合失調症

科、研究科と 6 つの部署から成る。研究そのも

のは重要だと考えているものの、日々の診療に

追われ、あまり研究は出来ていないのが実情で

あり、自殺に関する研究も、小規模のもの（1つ

の学校や 1つの町など）程度に留まっていた。 

ベトナムにおける自殺に関するデータをまと

めたわけではないが、これまでの経験から、自

殺手段に関しては、服毒自殺が多いのが特徴で

あり、中でも農薬によるものが多く、その場合

すぐに死に至らないが、入院して 2～3週間後に

死に至るという経過を多く診ており、政府に対

して特定の農薬の輸入制限を設けるよう提言を

行っている段階である。 

ベトナム精神保健研究所は、現在、広い分野

で医療連携などを進めている。1999 年頃から、

てんかん（癲癇）の研究をはじめ、国内の精神保

健に対応してきた。近年では、アルコール依存・

薬物依存などからの回復支援も行っている。 

ベトナムでは、近年、自殺が増加傾向にある

が、自殺に対する統計やデータは蓄積されてい

ないのが現状である。国としても、心理士など

の人材養成を行うなど、精神科医療体制の構築

段階にある。また、ベトナム精神保健研究所で

は、うつなどの精神疾患の治療は、精神科医師

だけで対応するのではなく、心理士などの専門

職と連携し行うものであると考えていた。 

3-4．ベトナムにおけるメンタルヘルスの現状及

び対策に関して 

WHOベトナム事務所、生活習慣病と健康のチー

ムの 2014年の報告 5)によれば、非感染性疾患の

内、精神疾患が 14.2％であり、自殺死亡率は人

口 10万人あたり 5.39 人（2012年）3)であった。

また、アルコール常飲者（アルコールとは、ビー

ル、ウィスキー、ワイン、お米を原料とした蒸留
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酒である自家製醸造酒を指す）は 18 歳～29 歳

で 75.3％、30歳～49 歳で 81.8％、50歳～69歳

で 71.2％、男性全体では 77.3％であり、男性の

常飲者が多く、特に若い世代に多い 5)。お酒につ

いて若い人を対象にした調査では、13歳～17歳

で 30日間お酒を飲んでいないのは男性 31.7％、

女性 16.5％であり 5)、アルコールが関係した事

件（傷害など）で検挙されるのも 16歳～30 歳と

いった若い世代が特に多く、自殺との関連も想

定される。 

2015 年には、山間部の少数民族が多い Dien 

Bien省において、フォーカスグループディスカ

ッションによる質的研究及び 1 年間に及ぶ自殺

企図者や自殺についての量的研究が行われてい

る 6)。その結果、希死念慮の要因として、質的調

査からは、女性、年齢が 18 歳～21歳、学歴が低

く、従業者である親と同居している子供といっ

た特徴が示され 6）、量的調査からは、333 人の

自殺企図者と 73 人自殺者のうち女性の占める

割合は 48％であったと報告された 6）。また、自

殺者・自殺企図者の 37％がランゴン（lá ngón，

ゲルセミウム・エレガンス）という毒草を自殺

手段にしていた 6）。 

Dien Bien省における研究において、18歳～

21歳の子どもを対象にインタビューや観察を行

い、自殺の要因として、女性であることや、スト

レス対処能力として Sence of conherence（首

尾一貫感覚）が低いことが明らかとなった。ま

た、プレッシャー、知識、信頼のできる大人の存

在が鍵となっていた 7)。 

子供や若者への支援には、まず、精神疾患に

対するスティグマを取り除いてもらい、うつな

どに関して学ぶ機会を設け、互いが理解して協

力できるような普及活動が優先課題である。し

かしながら、メンタルヘルスに関してベトナム

のレベルはまだまだ低く、特に小児（児童）精神

科医が少ないのが現状である。心理学を学んだ

専門職のサポート体制があれば良いが、心理学

を学んだ者が専門職として従事する状況にない

（例えば、ソーシャルワーカーは給料が安いた

め、なり手がいない）。また、WHOと共に普及活

動に参画してくれる NPO 団体などとのコーディ

ネイトをする人材も不足している。つまり、ベ

トナムにおいては、精神疾患患者へのケアはほ

とんどできていない状況にある。 

unicef の担当者から挙げられた、ベトナムに

おけるメンタルヘルス対策に関する課題は以下

の 4点であった 5)。 

①ベトナム保健省（MoH）や労働傷病兵社会問

題省（MOLISA）との連携不足 

②メンタルヘルスサービスの不足

③メンタルヘルスサービスは健康保険でカ

バーされていない（精神疾患に関するステ

ィグマの問題がある） 

④メンタルヘルスに従事する人員の不足

また、それらへの対応として、以下の 5 つ

の改善策を示した 5)。 

①メンタルヘルスサービスと地域の病院と

の連携 

②メンタルヘルス関係に従事する人の養成

③多量服薬防止のための対策の構築

④ベトナム保健省（MoH）や労働傷病兵社会問

題省（MOLSA）との連携強化 

⑤若年・青年へのメンタルヘルス教育の実施

3-4．ベトナムにおけるヘルスケアシステム 
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ベトナムでは、中央レベルである保健省の下

に省レベル、郡レベル、コミューンレベルがあ

り、医療機関の機能やサービスはレベルごとに

規定されている（図 4）。第一次医療機関である

コミューンヘルスステーション（CHS）は、予防・

健康増進活動・簡易検査などプライマリーケア

を提供する。郡病院も第一次医療機関であり、

省病院は第二次医療機関である。CHS より上位

の医療機関は病院機能を有し、バックマイ病院

（ハノイ）、フェ中央病院（フェ）、チョーライ病

院（ホーチミン）の 3 大国立総合病院が基幹病

院である（第三次医療機関）8)。 

ベトナムでは近年、民間医療機関が増えてき

ており、2015年までに 171の民間病院（全病院

の 11％、総病床数の 4.8％）と 30,000以上の民

間クリニックが開設されている。民間医療機関

は都市部に集中しており、外来診療のみの医療

機関が多いものの、診療時間の柔軟性など患者

の満足度は高く、公的機関の負担軽減のため、

政府も設立を後押ししている 9)。 

ベトナムでは、郡医療機関から省医療機関、

さらに中央医療機関と、重症患者を高次医療施

設に紹介・搬送するレファラルシステムが導入

されている。患者は、レファラルシステムに沿

って診察を受けることで低額な医療費で受診で

きる保険診療の対象となる。しかしながら、健

康保険の人口カバー率が高いにもかかわらず、

健康保険があまり利用されていない。その主な

要因としては、下位レベルの保健医療機関（特

に郡病院）では人材や医療機材が不十分でサー

ビス提供能力が低いこと、多くの患者が質の高

い医療サービスを求めて、直接、上位レベルの

医療機関を訪れることが多いことがあり、第三

次医療機関への患者の集中をもたらしている 9)。 

ベトナムは、ドイモイ政策以降、民間保健医

療サービスの自由化、自己負担制度や医療保険

制度の導入等の様々な改革を行ってきており、

保健医療は大きく改善されている。しかしなが

ら、貧困格差の拡大、医療サービスの地域格差

増大（都市部と農村部）が新たな問題となって

きているとともに、予算不足や行政管理能力な

どの課題も多い。 

保健省（Ministry of Health: MoH） 

関連部局 
病院・医科大学など 

中央医療機関 

省保健局（63） 

省病院 
（一般・専門病院） 

センター（リプロダ
クティブヘルス，予

防，HIV） 

郡保健局（700） 

郡病院 地域の保健センター 

コミューンヘルスステーション（11,000） 

医師・看護師・助産師・薬剤師 

村落（110,000） 

村落のヘルスワーカー（Village Health 
Worker：VHW） 

出産介助者（助産師ではない） 

図 4．ベトナムにおけるヘルスケアシステム 

3-5．ベトナムにおける母子保健事業の現状と

課題 

ベトナムには 2 つの母子保健政策があり、こ

れを実現するために、国がアクションプランを

実施しているところである。専門的なガイドラ

イン作成に関しても政策に対応し、行っていく
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予定である。例えば、妊婦期間を安全に過ごす

こと、新生児のケア、新生児の管理、出産時のト

ラブルの対応などであり、助産師の資格も明確

に決められている。 

ベトナムの妊産婦死亡率は、他の東南アジア

諸国に比べ低い水準である。出産前のヘルスケ

アに関しても、妊婦診察を 3 回以上もしくは 4

回以上受けた人が 66％、新生児のケアについて

も 90％行われるようになってきた 8)。しかしな

がら、ベトナム保健省のデータ（2007年～2008

年）によれば、妊産婦死亡数都市部は 36 人だが

山間部は 108 人となっており、山間部に住む少

数民族の妊産婦死亡率は都市部の 3 倍である。

特に、少数民族の多い北ベトナムの調査（2015）

では、妊産婦死亡の低い地区では 20 人だが、高

い地域では 143人という値を示している 8)。5歳

未満児死亡率は 1990 年には 58％であったが

年々減少し、2016 年には 21.8％となった 8)。し

かしながら、子供の死亡に関しても、妊産婦と

同様に地域による差が生じている。ベトナム保

健省によると（2015 年）、北ベトナム地区の乳

幼児死亡の約 3 分の 2 は少数民族の新生児であ

り、地域・民族による差が顕著である 8)。 

人工妊娠中絶に関しては、毎年 30～40万件の

報告がされているが、違法な処置についてはカ

ウントされていない。避妊の方法が徹底されて

おらず、避妊に関する知識も低いことから、妊

娠が進んでからの堕胎や、堕胎を繰り返すとい

った問題も生じている。健康保険のカバー率が

86％にあがり、中央から山岳部までの診療体制

が整備されたものの、健康保険に対する意識は

低く、山間部へのサポート体制が整っていない。 

2015 年から 2020 年までの優先すべき対策と

して以下、7点のポイントが挙げられた 8)。①産

科小児科ケアに携わる保健スタッフの数量と質

の向上、②産科・小児ケアサービスの質の向上、

③医療不足の地域でのスタッフの福利厚生確保、

④産科及び小児科に散見する施設従業員の負担

軽減、⑤インフラ（不可欠な設備）などのための

予算拡大、⑥山間部の少数民族への情報提供と

その拡充、⑦母親と新生児ケアの安全に関する

コミュニティの意識、行動を高める。そのため

には、①草の根レベルでの保健人材の能力とス

キルの向上、②産科及び小児科のサービスの質

の改善、③母子保健事業のデータと報告システ

ムの質の向上といった取組が必要である 8)。 

D．考察と結論 

ベトナムは、急速な高度経済成長に伴い、人々

の健康状態は大幅に改善され、疾病構造も感染

症中心から非感染症型へ移行し、死亡原因にお

ける非感染症の割合は約 70％を占める（2012

年）9)。しかしながら、先進国と比較すると、ま

だ感染症の割合が大きい。ベトナム保健省は、

「保健セクター開発 5 カ年計画（2011-2015）」

において、①病院の混雑解消、②公立保健医療

施設における財政メカニズムの刷新、③国民皆

保険に向けたロードマップの実施、④草の根レ

ベルのヘルスケアとプライマリーヘルスケアの

強化、⑤保健人材育成強化、⑥デマンドベース

の保健サービス提供にかかるパイロットプロジ

ェクトの実施、⑦効果的な医療コミュニケーシ

ョンと健康教育の強化を保健医療政策の優先課

題として挙げている 9)。保健医療政策における

優先課題として、非感染症の分野からは、がん、

糖尿病、高血圧などとともに、精神疾患が挙げ
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られてはいるが、統合失調症などが中心である。 

ベトナムにおける保健政策では、医療システ

ムや医師、看護師等の人材養成、保健システム

の整備、プライマリーヘルスケアの強化などが

優先課題であり、また、母子保健対策や感染症

対策が優先されており、自殺対策の優先順位は

低いのが実情である。自殺に関する統計データ

の整備等も遅れており、自殺に関する調査研究

も少ない。 

ベトナムの自殺についての特徴としては、農

薬による自殺が多いことが特徴であるものの、

対策は十分にとられていない。ベトナムでは、

自殺対策に関する法制度や政策はほとんど未整

備であり、わが国における先進的な自殺対策に

関する情報を提供することが、ベトナムの自殺

対策の推進に資するものであると考えられる。

具体的には、農薬等の危険薬物についての管理、

アルコール摂取に関する健康影響や依存症等に

ついての普及啓発、アルコール購入や店舗での

飲酒に対する年齢制限、ゲートキーパー養成等

の人材養成などである。 

また、地域においてメンタルヘルス・自殺対

策を推進するために、コミューンヘルスセンタ

ーを基軸とした母子保健事業の枠組みを用いて、

メンタルヘルスケアを推進していくことが効率

的かつ有効であると考えられる。 
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